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研究成果の概要（和文）：移民受け入れが公教育支出水準に与える効果のシミュレーション分析では、移民受け
入れによる児童一人当たりの公教育支出の変化は、移民子弟の数、追加的教育コスト、および移民家計の平均所
得に依存することがわかった。特に、2006年時点の労働力を2030年以降も維持するために家計所得が10％低く、
追加的教育費が10％高い移民の家計を受け入れると、一人当たり教育支出は2％から5％程度低くなることが予測
された。

研究成果の概要（英文）：A simulation analysis of the effects of immigrant inflows on public 
education spending levels shows that the change in per capita public education expenditure due to 
immigrant acceptance depends on the number of migrant children, additional education costs, and 
average income of migrant households. In particular, if Japan accepts the household income of 
immigrants is 10% lower and the additional education cost is 10% higher in order to maintain the 
workforce as of 2006 after 2030, the per capita education expenditure is to be expected to decrease 
by about 2% to 5%.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
政治経済モデルを用いた定量分析は汎用性のある手法である。様々なシナリオのもとでの公教育支出の予測が可
能であり、公教育以外の公共財供給問題に対しても応用可能性も高い手法を提供している。また、本研究で政治
経済モデルを用いたシミュレーションを通じて、公教育システムの持続可能とするためには、移民の受入の際に
家計所得や子供数、追加的教育費のどれを重視する必要があるのかを定量的に明らかにしている点は、今後の移
民受け入れ政策を考える上で有益な知見を提供しており、社会的意義も高い研究成果であると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
（1）未曾有の速さで進展する少子高齢化による労働力人口減少への対応策として、外国人労働
者受け入れの議論が活発になされている。今まで外国人労働者、特に非熟練労働者の受け入れに
対して消極的であったわが国においても、さまざまな技能を持った外国人労働者の受け入れに
ついて真剣な議論が始まっている。 
 
（2）外国人労働者（移民）の受け入れの盛んなアメリカやヨーロッパ諸国においては、移民を
受け入れることが引き起こす社会への影響に関する学術的な研究蓄積がなされている。例えば、
Borjas(1999)では、アメリカのデータを用いて移民流入がアメリカ国内の雇用および賃金に対
して与える影響に関する実証分析を多く紹介しており、ヨーロッパにおける近年の実証分析は
de la Rica, Glitz, and Ortega (2015)等にまとめられている。その一方で、移民受け入れ数の
多くないわが国においては、移民受け入れの影響を実証的に評価することが困難なため、中村・
内藤・神林・川口・町北（2009）による国勢調査をはじめとする日本の政府統計個票を駆使した
地域の外国人労働者の割合と賃金および雇用の関係の実証的検証を例外として、十分な数の研
究が蓄積されてはいなかった。 
 
２．研究の目的 
 
（1）本研究は、外国人労働者が受け入れ国に与える影響のうち、特に公教育システムに与える
影響を定量的に評価することを目的とする。外国人労働者および生徒比率が地域の教育支出や
教育成果に与える影響を回帰分析等により実証的に評価する。さらに、公教育支出が税金により
賄われ、公教育支出水準が有権者の投票により決まる政治経済学モデルを構築・改良し、そのモ
デルのパラメターをカリブレーションにより設定した上で仮想現実政策シミュレーションを行
うことで、外国人労働者の受け入れが所得格差と公教育支出水準および教育成果に与える影響
を定量的に分析する。 
 
（2）外国人労働者の子弟が教育を受けることを義務化することの影響を定量的に把握するため、
義務教育年数の増加が所得や健康に対して中長期的にどういった効果を持ちうるのかを実証的
に明らかにし、義務教育範囲の拡大の影響を予測する。 
 
（3）アメリカやスペインにおける移民受け入れと公教育支出および学校選択の関係の分析結果
から、日本における移民受け入れの効果の特色を考察する。 
 
３．研究の方法 
 
（1）政治経済モデルに基づく仮想現実政策シミュレーション分析では、以下の 3 つのステップ
よりなる：①理論モデルの開発、②データ作成、③カリブレーションおよび政策分析シミュレー
ション。 
 
①理論モデルの開発:理論モデルの開発においては、公教育支出が投票により決まる政治経済モ
デルを出発点として、移民受け入れの教育費用や社会的費用、労働市場への影響を考慮したモデ
ルへと拡張する。Coen-Pirani(2011)の政治経済モデルを出発点とし、移民受け入れの効果を評
価する際に重要となる要素を取り入れることで理論モデルの精緻化を行う。 
 
②データ作成:カリブレーションに必要なデータを個票データから作成する。全国消費実態調査
や就業構造基本調査、国勢調査などから年齢や子供数といった人口学的パラメター、および所得
分布の平均や分散といった経済パラメターを、個人や家計の属性ごとに推定する。 
 
③カリブレーションおよび政策分析シミュレーション:移民受け入れの仮想的なシナリオのもと
でシミュレーションを行い、公教育システムへ与える影響を分析する。特に、学歴や職歴、年齢
などを考慮した選択的な移民受け入れ政策を考察し、それぞれの受け入れ政策の下での移民受
け入れが公教育に与える影響を分析することで、公教育システムの質を担保しながら外国人労
働者（移民）を受け入れてゆく方法を模索する。 
 

（2）外国人労働者の子弟が教育を受けることを義務化することの影響を定量的に把握するため、
就業構造基本調査、国勢調査、人口動態調査などの政府個票を活用し、1947 年に中学校教育が
義務化された制度変更を自然実験として用いて、義務教育年数の伸長が所得や健康に与える定
量的影響を推定する。 
 
（3）スペインにおける移民の大量流入が受け入れ国の公教育支出水準、及び受け入れ国民の子
弟の学校選択に与える影響の分析を行う。より具体的には、 
①政治経済モデルを用いた反実仮想シミュレーション分析 



②スペイン国内の地域ごとの移民流入数の違いを用いた回帰分析 
によって実証する。 
 
４．研究成果 
 
（1）移民受け入れが公教育支出水準に与える効果分析においては、当初は移民受け入れによる
所得分布の変化を内生化したモデルによるシミュレーションを計画してはいたが、分析の結果
が内生化する定式化の選択に依存し、かつその影響は二次的な影響が追加されるにとどまるた
め、様々な所得分布の外生的変化を想定した各シナリオのもとでのシミュレーションを行った。
その結果、移民受け入れによる児童一人当たりの公教育支出の変化は、移民子弟の数及び追加的
教育コストと移民家計所得の平均および分散に大きく依存することが明らかになった。特に、
2006年時点の労働力を2030年以降も維持するために移民を受け入れ、移民家計所得は平均所得
より10%低く、教育コストが日本人に比べて10%高いという過程のもとでは、一人当たり教育支出
は2％から5％程度低くなることが予測値として得られた。 
 
（2）義務教育制度の変更の影響に関する実証分析では、義務教育年数の延長は直接的な教
育コストを引き上げるものの、長期的には所得上昇や健康増進による医療コストの減少と
いった正の効果が直接的な教育費用を相殺する可能性を示唆する分析結果を得ることがで
きた。 
 
（3）スペインで 2000 年から 2008 年に起きた移民の大量流入の経験を用いて、初等中等教育に
おける公教育支出水準および受け入れ国民の子弟の学校選択に与える影響の分析を行った。 
 
① 政治経済モデルを用いて反実仮想シミュレーションを行い、もし仮に移民の大量流入が起こ

らなかったとするならば実現したであろう公教育支出水準および私立学校の修学者数を予
測し、それを実現した水準と比較することによって、移民の大量流入によってもたらされた
学校教育システムへの影響を分析した。分析の結果、移民の流入によって公立学校の児童生
徒数は 15%増加したこと、公教育支出は 3%減少したこと、及び受け入れ国民の子弟が私立
学校を選択する確率が 1%ポイント上昇したことが明らかにされた。本研究の研究成果は
Tanaka, Farre, and Ortega (2018)として国際査読付き学術誌より公刊された。 
 

② 同じスペインへの移民の大量流入の経験に着目し、分析期間を 2015 年までに延長した上で、
スペイン国内の地域ごとの移民流入数の違いを用いた回帰分析を行った。移民の流入の多か
った地域ほど受け入れ国民の子弟の私立学校選択確率が高くなっているのかを明らかにす
るため、過去の移民数を現在の移民流入数の予測値として用いる、いわゆる移民のネットワ
ーク効果を利用した操作変数を用いることで、移民流入が学校選択に及ぼした因果効果の計
測を行った。分析の結果、移民の大量流入によって、ネイティブの子弟は授業料が無償の公
立学校から、授業料及びその他の経費が有償である私立学校へと進学先の選択を変更させて
いたという、いわゆる「ネイティブ・フライト」という現象を生じさせていたことが明らか
になった。さらに、このような学校選択の変更を行うのは、より裕福な家庭の子弟であり、
いわゆる「クリーム・スキミング（上積み効果）」が発生していたことも明らかとなった。ま
た、移民の大量流入によって生徒一人当たりの教員数が減少していることも明らかとなった。
これらの分析結果は、前述の政治経済モデルを用いた分析結果とも整合的であり、頑健な結
果である。なお、本研究結果は Farre, Ortega, and Tanaka (2018)として国際査読付き学術
誌より公刊され、European Association of Labour Economists (EALE)により 2019 年の EALE 
Labour Economics Prize の受賞論文として選出された。 
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